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第 10回 健やか親子 21推進協議会総会 議事次第

平成23年 2月 25日 (金 )14:00～ 16:00
厚 生 労 働 省  低 層 棟 2階 講 堂

1開 会

2 議 題

(1) 新規参加団体の紹介

(2)健 やか親子21推進協議会の活動報告

(3)健 やか親子21関係機関の活動報告

(4)意 見交換

(5) 役員の選任

(6) その他

3 閉 会
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資料 1 健やか親子21推進協議会参加団体一覧
資料2 健やか親子21推進協議会新規参加団体提供資料

① 日本カウンセリング・ピアエデュヶ一ション研究会

② 日本育療学会

③ 全国訪問看護事業協会

資料3 健やか親子21推進協議会幹事団体からの活動報告資料

① 健やか親子21課題 1幹事会

② 健やか親子21課題 2幹事会

③ 健やか親子21課題 3幹事会

④ 健やか親子21課題 4幹事会

資料4 健やか親子21関係機関からの提供資料

① 文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課家庭教育支援室

② 独立行政法人国立成育医療研究センター

③ 国立保健医療科学院

資料5 健やか親子21推進協議会規約

資料6 議事要旨

資料7 健やか親子 21推進協議会取組の方向性

冊子  「健やか親子 21」 関連資料 (母子保健レポー ト2010)
封筒 健やか親子21推進協議会参加団体、関係機関提供資料



資料 1

健やか親子21推進協議会参加団体 (課題毎二覧)

0幹事団体

課題 1 課題乏 課題〔 課題 Z 課題 1 課題乏 課題3 課題4

1 (NPO)SIDS(乳 幼児突然死症候群)家族の会 ○ 社団)日 本栞剤師会 ○ ○ ○

2 (社福)恩賜財団母子愛育会 ○ ○ ○ ○ (社 団)日 本理学療法士協会 ○ ○

3 (財 )家庭保健生活指導センター ○ 財)母子衛生研究会 ○ ○ ● ○

4 (社 団)国 民健康保険中央会 O 社団)母子保健推進会議 O ○ ○

5 子どもの心・体と環境を考える会 ○ ○ ○ (社団)母子用品指導1協会 ○

6 (NPO)児童虐待防止協会 ● 有限責任中間法人日本小児歯科学会 ○ ○

7 (財 )性の健康医学財団 ○ O 日本小児総合医療施設協議会 ●

8 全国児童相談所長会 ● 53 有限責任中償】法人 日本周産期・新生児医学会 ○ ● ○ ○

9 全国児童心理司会 ○ 日本学校保健学会 ○

(NPO)全国市町村保健活動協議会 O 日本小児神経学会 ○

(社福)全国社会福祉協議会 O (財 )日 本食生活協会 0 O

全国情緒障害児短期治療施設協議会 ○ 〇 全国病児保育協i義会 ○ Ю

全国助産師教育協議会 ○ O ○ 性と健康を考える女性専門家の会 ○ ○

(社 団)全国へ・ヒ
・―シッター協会 0 日本外来小児科学会 ○ 0 ○

全国保健所長会 ○ ● O 日本粕尿病・夕I娠学会 ○ ○ O

社EEl)全 国保健センター連合会 ○ O ● 日本母手L哺育学会 ○ ○

17 全国保健師長会 ○ ○ ○ ● (社 団)日 本女医会 ○ ○ O ○

全国養護教諭連絡協議会 ● 日本産業衛生学会 ○

(NPO)難 病のこども支援全国ネットワーク ● ○ (NPO)日 本小児循環器学会 ○

(社 団)日 本医師会 ○ ○ ○ 0 (社団)日 本泌尿器科学会 ● ○

(社団)日 本栄養士会 ○ 日本臨床心理士会 O O ○ ○

(社□)日 本家族計画協会 ● O ○ 全国母子保健推進員連絡協議会 ○

(財 )日 本学校保健会 ● ○ (財 )児童健全育成推進財団 ○

(社 団)日 本看護協会 ○ ○ ● ○ (財)日 本性教育協会 ○

日本公衆衛生学会 ○ ○ ○ すくすく子育て研究会 ○

(社団)日 本産科婦人科学会 ○ ● O (財 )こども未来財団 〇

(社団)日 本歯科医師会 O 健康日本21推進フォーラム ○ O O ○

日本思春期学会 ● (財)母子健康協会 ○ O

日本児童青年精神医学会 ● ○ 日本生殖看護学会 O

(社団)日 本小児科医会 O ● ○ 日本手し幼児精神保健研修研究会FOUR WINDS ○ ○

(社団)日 本小児科学会 ○ ● ○ (財 )健康・体力づくり事業財団 ○

日本小児看護学会 ○ ● ○ U-00M (」 FPAttil昔‐
I― Fll針 ) ○

日本小児救急医学会 O O 日本SIDS学会 ○

(社団)日 本小児保健協会 ○ ○ ○ ● 日本未熟児新生児学会 O ○ ○

日本助産学会 ● ○ 財団法人 児童育成協会 ○

(社 団)日 本助産師会 ○ ● ○ 全国手L児 福祉協議会 ○ ○

日本性感染症学会 ○ ○ 全国児童養護施設協議会 ○

日本赤+字社 0 ○ ○ ○ 全国母子生活支援施設協議会 ○

日本タッチケア研究会 O 全国保育協議会 ○

日本保育国保健協議会 ○ O 全国保育士会 ○

(社福)日 本保育協会 ○ 日本ピアカウンセリング・ピアエデュヶ―ション研究会 ○

(財 )日 本母子衛生助成会 ○ 日本育療学会 ○

日本母性衛生学会 ○ ○ 全国訪問看護事業協会 0

(社団)日 本産婦人科医会 ●

4 日本母手Lの 会 ● ○ 取り組み団体数計



: 資料 2①

日本ビアカウンセリング・ビアエデユケニション研究会

目的と事業内容

【発足】2005年 5月 15日

【目的】    |
、ルスプむモーションの理念をふまえた健康教育手法である

ビアカウンセリング、ビアエデニケ■シヨンの実践の定着0普及と
研究を推進する

`【事業内容】                    ‐

1・ 本会の目的を達成するために必要な教育,研修
2:実践のためのスーパ∵バイズ(ビアカウンセラー養成者(指

‐導者)及び先輩ビアカウンセラ■の派遣含む)    |
‐
3・ 普及のためのコンサルテーション(ピアカウンセラマ養成者

(指導者)及び先輩ビアカウンセラーの派遣含む).
4。 会員の情報交換  :

このホ‐ムベージll、 ヘルスプロモーションの理念をら、まえた健
康教育手法であるビアカウンセ|メング・ビアエデュケーシヨンの
実践の普及と定着ならびに研究を目的とし情報を公Frlし まメ.

NEW E養 成議理述姜押した養威観

“

生りヽらのコ丸ル
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日本ビアカウンセリング・ビアエデュケニション研究会

組織図

ビアカウンセラ■(ピアエデュ
ケータニ)養成者 (指導者)部門

代表(会長)

役員会

代表 (会長 ) 1名

副代表 (副会長)

理事 各部F '1名12～ 3名
監事 2名

ピアカウンセラー(ピア
エデュケーター)部門

ビアカウンセリング(ビアエデュケーション)コーディネ=タ
ー部門

子育てピア支援者部門

ヨ道府県汚:会 員数 表3 平蔵 20年 度 =干 咸 21年 度思春犠ピ7カ ウンセラー春蔵数

前道府県

(実 施自治

体)

平成 20年 度モ成人拉 平成 21年度姜咸人数

男

北海道

青森県

秋田県

lu影 県

僣島県

栃末県

首高東

埼玉県

長野県

絆日県

奈良県

兵厚県

香川県

●島県

官綺県

籠本県

E児島県

=*f1
+-1 t-ディネ

イター
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資料2②

健やか親子21推進協議会総会資料           '

:日 本育療学会紹介

.               ‐              日本育療学会理事長 西牧‐謙吾

本学会は,病気や障害のあう子どもが,現在及び将来にわたうて充実した生活が営むことができるよ

うにするために,教育,医療,福祉j家族及び本会の目的に賛同する関係者が一体となつて,子 どもの

健全育成を図るための研究・研修を推進 し,その成果を普及すうことを目的に(平成 6年 5月 に加藤策
雄氏 (横浜国立大学名誉教授・元文部省初等中等教育局特殊教育課病弱教育担当教科調査官),.伊戸川

員則氏 (元埼玉県立寄居養護学校校長・元全国病弱虚弱教育研究違盟理事長)他 2人が発起人 とな
.り

設

立されました6

創立当時は、病気のため病院等に入院しているいわゆる病気療養児の教育について、児童生徒の病気

の種類の変化(医学や医療技術の進歩に伴 う治療法の変化等により、入院期間の短期化や入退院を繰 り

返す等の傾向1と対応した病弱教育の改善が求められており、文部省も平成5年 6月 より'「病気療養児の

教育に関する調査研究協力者会議」を発足させ、病気療養児の教育の改善充実方策についての検討を行
らていました。総会直後の平成6年12月 には,文部省初等中等教育局長通知「病気療養児の教育につい
て」が発出され,時を同じくして平成7年度から本学会事業が本格的に開始されました。
.本学会の活動は,上記の目的を澤成するために,               

｀

(1)研究会・研修会の実施 :子 どもの健全育成を図るために:教育,医療,福祉,家族等の立場から
研究会・研修会を定期的に計画し,実施すること,   I
(2)学会誌及び図書等の干J行 :日 本育療学会誌「育療」を定期的に刊行すること,

(3)関連団体・機関との連携 :子 どもを支援するために教育,医療,福祉,家族等の関係団体や機関
との連携を重視した活動を行うこと,                   1
(4)教育;医療,看護:福祉等に関する調査研究 ,知識の普及 :子 どもの教育・社会福祉・看護 」保

健等に関する調査研究を行い,その成果め普及に努めること,を事業として行っております。
平成 18年度より、日本学術会議協力学術研究団体として日本学術会議に認可を受け;我が国におけ

る病弱教育,療育に関する唯一の学術団体として活動を行つているところです。会員数は現在,約 300

人で,こ こ数年の間,着実に会員数も増加しております。全病連関係の多くの諸先生方にも会員となつ
ていただいており,今後も病気の子どもたちの教育の発展について医療・福祉関係者,保護者等と共に

邁進したいと考えております。               ′         :´

毎年t機関話育療を年3回 :学術集会を年1回開催している他,学会の研究活動の活性化を目指して
全国各地域において,イ 規ヽ模研修会を開催しています。 病気の子どもの教育,1医療,福祉,労働に関
する各地域での課題をテーマに,学会員が中心となって企画,運営するものです。
本学会の大きな特徴として:学会会員限定の情報交換の場となるSNS:(Social Net予Orking Servicb)

を設置しており,日 々全国から情報発信,意見交換が活発に行われており,日 常的な学会活動の活性化
が図られております。日,本育療学会のホ∵ムベージでは,学術集会,小規模研修会等に関する情報発信
を積極的に行うています。 .                     :

特別支援教育へ:の政策転換が行われる中、我が国では病気による長期欠席者が4万人以上存在し、病

気の子どもの教育の保障が未だ十分ではありません:その下方で特別支援学校 (病弱)は児童生徒数の

減少で閉校される県が出ています。

健やか親子21課題別取り組みの目標、3.小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備
3T21院 内学級・遊戯室を持つ小児病棟の割合、卜22慢性疾患児等の在宅医療の支援体制が整備されている

市町村の割合の通知目標達成に向けて、本学会としても、特別支援教育の視点から貢献できればと考えてい

ます。どうぞ、よろしくお願いします。               |

※日本育療学会のホームパージ

URL  http.//nihonikuryo.」 p/
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資料2③  l

:    .1 社団法人全国訪間看護事業協会の概要    :

平成23年 2月 25,日

「目 的』
社団法人全国訪間看護事業協会は、訪問看護事業の健全な発展を図り、国民の保健

福社の向上に寄与することを目的として、平成7年 7月 に設立されました。

「主な事業内容』                  :       ・

①訪間看護事業め運営、サービスの費の確保向上等l「関する調査研究及び相談指導
②訪問看護事業に関する研修会、講演会等の開催        :
③訪問看護事業大会の開催                     :
④訪間看護事業に関する情報提供及び機関誌その他印刷物の刊行
⑤内外の関連団体との連携及び交流    ′

⑥訪間看護事業に従事する者の福利厚生に関する事業

⑦その他本協会の目的を達成するために必要な事業            :

「
=亨量嵩磐護事業者及び訪間看護ステτションの管理者

r会員事業者数』 (平成23年 2月 23甲現在)             |
“訪間看護事業者 2,482事 業者

‐ 籠会員訪間看護ステーション  3, 690カ 所   `    ヽ     :

*平成 22年 4月 1日現在の全国の訪間看護ズテーション数 (休上を含む。)

.  1    5, 962カ 所      '

「協会でのJヽ児に対する取組方針」                    i
「訪間看護 10カ年戦略」(平成21年 3月制定)で訪間看護ステーションの機能を
強化 “拡充する二療として、利用者三■ズの多様化に対応するためt専門性の高い
ケアに関するコンサルチーションを受ける仕組みをつくるために小児の訪間看護め

推進を図ることとしている。

『協会での小児関係研修会』      ‐
:

_  ・小児訪間看護研修会 平成23年 1.1月 12白 (土) 毎年実施|  
～小児を支える訪問看護の実際ん               |

:    弛緩と病態生理 口特徴の理解、小児看護の基本的理解、訪間看護ステーショ
ンにおける小児訪問看護の実際  メ            i

「所管官庁』 :   :
厚生労働省老健局老人保健課

-5-



1 資料O①

健やか親子21推進協議会
第 1課題

第1課題幹事団体

日本児童青年精神医学会 (代表幹事)

全国養護教諭連絡協議会

(社団)日 本家族計画協会   :
日本思春期学会   '  1
日本助産学会

(社団)日 本泌尿器科学会
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番 号 課題1思春期の保健対策の強化と健康教育の推進

1 十代の自殺め予防

2 十代の人工妊娠中絶の予防

3 十代の性感染症罹患の予防

4 15歳 の女性の思春期やせ症(神経性食欲不振症)の発生予防と治療の促進

5 児童・生徒におけるlE満 の予防

薬物乱用の有害性について若者へめ知識の普及・啓発

7 十代の喫煙の防止

十代の飲 酒の 防止

避妊法に対する若者の知識・技術の普及・啓発

性感染症に対する若者の知議の普及=啓発

学校保健委員会の開催の推進と活性化

外部機関と連携した薬物乱用防止教育等の推進

スクール・カウンセラーの配置と相談機能の強化

思春期外来(精神保健福祉センターの窓口を含む)・ 病棟等の整備

地方公共団体や学校等と連携した思春期保健対策の推進

地方公共団体やNPO、 関係機関等と連携した食育の推進

子どもの朝食摂取に対する取組の推進 (平 成22年 4月 から)

■課題幹事会活動

第1回 ;5/14(金 )前年度会計報告、平成22年度予定策定
第2回

第3回

第4回

第5回

7/21日 (水)「助産師による思春期の健診口相談活動」
慈恵医大看護学科茅島江子
9月 22日 (水 )「児童精神科領域における睡眠問題につ
いて」  独立行政法人国立国際医療研究センタ上国府台病院
岩 垂 喜 貴                        ,

11月 24日 (水 )「WEBを活用した園児総合支援システム
の構築と活用」 筑波大幅大学院入勘緒済学蹴 科
渡辺多療子        ´

1月 26日 (水 )「今t求められる性感染症予防教育」
東邦大学医学部看護学科家族生殖看護学研究室   斎藤益子
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11二 ::::1■ il l・ :::■                     1 1

1:聖賃琴型二季9雰摯魔瘍牌

|■・ ユTスクリニックとはt思春期の若者(主に
■1 15歳～20歳前後)を対象に無料でサニビズ

■ を提供する公的な施設

●若者が性に関する知識を得ることができt具
体的な対処法やアドバイスを入手できる。

健やか親子212010721茅 島江子

I児童精神科受診児童における睡眠評価
発達障害児を中心として

独立行政法人国立国際医療研究センタ

「

国府台病院

:         児童精神科 岩垂 喜貴

N⊂GH
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第5回健鞠 親子幹事会

子どもたちを性感染症から守るために

今、求められる性感染症予賄
教育

東郭大学医学部看護学科

雷 藤 益 子
.    

平成2■ 1.26(豹

 ́ 態恵医科大学

今後の計画

傘撃曇警霜震層rf翠暫ξ葛凌
や1演〒

9蓄演を

次年度以降、前記の第1課題に含まれる諸課題に
関連ある演題の講演とその後の議論を内容とする、
市民啓発を目的とした研修会ないしシンポジウムを
企画し、年1回を目途として開催したい6

その際、最大の課題は開催場所の選定と開催費用
の調達であり、次年度はまず開催可能性について
検討することから始めたい。
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資料3②

健やか親子 21推進協議会 課題 2全体会

平成 23年 2月 16日

第2課題幹事会団体:日本産科婦人科学会,日本産婦人科医会:日本母乳の会フ
1   日本周産期=新生児医学会,日本助産師会

報告者 :岡本喜代子 (社)日 本助産師会専務理事

は じめに                              1
我が国の母子保健は、世界最高水準にあるが、思春却FH5題、子ども虐待等の親子の心の問題、小

｀
 )ちO妊娠・出産の安全ll■の確保、0妊娠・由産の児救急医療等の課題も生じ、 4つの課題、すなれ

!央適性の確保、③母乳哺育の推進、④不妊への支援が明確化された。これらの4つの課題を解決し

ていくために、平成 13年度から22年度までの 10年計画で「健やか親子 21」 の国民運動が開始さ

れた。早その期間は経過したが、本課題は継続して取り1組む必要があり、平成 26年度まで4年間延

長された。日本産科婦人科学会: 日本産婦人科医会, 日本母乳の会, 日本助産師会が課題 2の幹事

会として、年 2～ 3回会議を開催してきた。     t
平成 22年度より、さらに内容の充実のために、日本周産期 。

新年埠医学会が幹事会に参加するこ

とになった。:      
‐
      ,|      |   :       |

幹事会の世話人は、平成 13年 7月 ～平成 22年 11月 までの長きにわたり(日 本母乳の会が担当し、

平成 22年 11月 から日本助産師会が世話人となった。

平成 13年度から平成 22午 11月
専
での 9年

開に、課題 2の幹事会を30回開催した:主に論じて

きたテ■マは、①妊娠 1出産の安全性の確保、②妊娠・出産の快適性の確保、③母乳哺育の推準、

④不妊への支援の4課題であった。                  ,
この間、厚生労ftt科学研究として、平成 16年から18年までは、「妊娠・出産の快適性確保のため

の諸問題の研究」 (主任研究者 :橋本武夫)を実施した。また、平成 20年度は、子ども未来財団の

児童関連サービス調査研究の助成を受け、厚生労働省の
『

授乳 ご離乳の支援ガイ ド』公表後の「妊

娠・出産の快適性確保に関する調査研究」(主任研究者 :｀吉永宗義)と して、F母乳育児支援の評価」

に関する研究を4幹事団体で実施した:平成 21・ 22年度は、研究どしての取り組みは実施していな

い。.                                 1

今回はt平成 21122年度の 2年間に、課題 2の幹事会で論議された事項を中いに、報告する:こ

の間 3回の幹事会が開催された。その概要は、表 1の とぉ りである。

また、この2年間は、昨今の産科医療を取り巻く、厳しい出産環境の激変から、最優先は、①妊

娠・出産の安全性の確保が重要課題であり、新生児蘇生法の研修の普及等への取り組み状況が各団

体から報告され、審議された。    ｀ 、          1
したがって、この2年間は、妊娠・出産の安全性の確保の課題を最優先したご

=10-



1.平成 21,22年度「健やか親子 21」 推進協議会 計課題 2幹事会開催状況

平成 21・ 22年度の幹事会の開催状況は表 1の とおりである。

表 1   課題 2 幹事会 開催状況  ,

回 日時 議事内容 場所

第 28回 平成 22年 1月 21日

(/1k)18:00^じ20:30

〇厚生労働省挨拶

o今年度各団体活動報告

o健やか親子 21の検討会・厚労省研究班

のメンバーの日本産婦人科医会(日 本

助産師会から   '
6今後の幹事会の会議について   i
o3月 1日 の総会の報告について

o来年度の方向性

日本助産師会

会議室

第 29回 平成 22年 6月 4日

(木)18:00～ 20:00

o新幹事団体紹介・挨拶、厚労省挨拶

o今年度活動にっいて (各団体から)

o今後の幹事会の会議について

。4年間で日標とすること

1実施 したい研究課題 (早期皮膚接触の

実態調査)

・新しぃ世話人の澤出 (日 本助産師会)

:○ 厚労省より

・合同幹事会の開催にういて (年度内 1

回くらい)

・協議会の表彰について

日本助産師会

会議室

第 30回 平成 22年 11月 11日

(本 ) 18:00～2o:oo

○課題 2で取 り組む課題について

・長期的課題 l新生児に関する事項

・女性の健康キャンペーン

・短期的課題 :NCPRの推進

o課題 2の全体会について :2月 16日

(水)に開催

o中間評価で 1カ現 の母乳率を も0°/。 にす

ると指標が出ているのでそめための方策

o他の課題との合同会議について

。課題 1と の交流について (11月 24日

の平成 22年度第 4回幹事会に参加)

日本助産師会

会議室

‐ 11‐



2_課題 2で平成 21・ 22年度に論議 し、1各団体で取 り組んだ事項           :
1)NCPRの 普及  i     i
新生児救急で重要なNCPR(新生児蘇生法)を分娩を取り扱う医療者に修得してもらう必要が

ある。特に、診療所の産婦人科医師、開業助産師等の助産師ヽの普及が急務であるしそこで、職

能団体の日本産婦人科医会、日本助産師会は、重要課題として取り組んでいる::
日本産婦本科医会では、日本周産期・新生児医学会の協力を得て、平成20年度よ

,り
平成 21・

1  22年度と_イ ンストラクタす育成に主眼を置き、約500名のインストラクターが養成され、そのイ

ンストラクタすが各県の医師に指導して普及に努めている。

日本助産師会では、新生児蘇生法を含む救急対応強化のための研修会を平成 15年度より年二回、

定員 30猛 で開始した。NCPRの認定が開始した平成 19年度より2回、平成 21年度より3回 と '

回数を増加し、約 250名 が研修を修了し、約 15o名 がBコ■スを修了している。また、各県支部

|こ
おいてもt開催レ

`い

るため、約 400名 が新牛児蘇生法の研修を修了している。今後とも、そ

の充実に努めたいと考えている。                        、 :
助産師の基礎教育においてもt NCPRの認定制度が導入されるよう全国助産師教育協議会等に

、 働きがけることめ重要性が論議された。 1                            1
:   その施設のNCPR認定者の割合が病院機能評価の指標になつてもいいのではという意見もあつ

た:  ^                          .:

1 2)産科医療補償制度について   :
:平成 21年度より本制度が開始され、それに伴い加入率の増加に向けて意見交換を行らた。原因

分析の開始に伴いて助産豪等記録 (分娩監視装書の■ニダーの記録も含む)の童要性についてき   1
発し、各団体で取り組むこととした。  1

3)出産 1育児一時金直接払い制度についての取組               ‐

平成 22年度から開始した出産・育児す時金直接払い制度について、その制度のより円滑な運営

のためにその支援に努めたが、診療所・助産所のT部から約 2ヵ 月遅れあ入金あ問題が起こり、  :
平成 23年度から立て替え払い制度との併用が可能になるようになった6              .

4)HTLV‐ 1(ヒートT細胞白血病ウィルスー 1)の母子感染対策について       :
平成 23年度の国の母子保健対策関係予算にも、計上されているHTLV‐ 1(ヒ トT細胞自血病ウィ

ルスー 1)の母子感染対策として、検査の推奨および保健指導体制の充実の重要性にらぃて確認し、

関連め関係団体において努力することになった。                   ・ .

5)母乳育児・産後の母子             ' i
の心のケアの重要性にっいて    , 1                、

薦後うつ、子ども虐待問題等産後の母親の精神的な支援の重要性について話し合づた。特に、

健全な母子関係の構築上、母乳育児推進、出産直後のカンガルニケアの重要性が論議され、カン |

-12-



ガルーケアについては、分娩室の安全性の観点からもカンガルーケアの安全性あ問題も包含した
 ヽ 上で、取り組む必要がある。今後、早期皮膚接触の実態調査も課題であるも1 .

また、母乳育児推進のためには、①「授乳 l離乳の率援ガィド」の出産施設における3らの項目、
早期授乳、母子同室、赤ちゃんのサインにあわせた授乳を浸透させる8

②BFH施設および母乳育児を:成功させるための 10カ条を導守する施設の増加が重要であるという意
｀

見があつた。

さらに、現在実施されている妊婦健診の公費負担だけでなく、褥婦への菜援のためめ公費負担

も必要である。今後、要望していく必要があるという意見があつた:

6)今後の課題

(1)短期的課題                           ′

分娩時の安全性強化のために、分娩を扱う全医療者全のNCPRの普及が必要である。
(2)長期的課題

子どもの心身の健全な育成のために、新生児の取扱いや子育てをどう考えていくのが、
長期的で広範囲の視点からそのビジョンを考えていく必要がある6我が国においても、子
ども虐待等予防への対応に力を注ぎ、そのための、長期間フォロ‐しているアメリカの
ACofAの コホート調査のような国家的規模の調査も必要になってきているのではないか。

7)ヽ 他の課題との連携・交流 ヽ

       |

今後の課題の解決のためには、課題2に対する取組だけで解決するものではなく、他の課題と
の連携・交流が重要であるき他の課題の幹事会にも、可能な限り参加することになった:

8)その他             '
産科医師、小児科医師、助産師共マンパワこ

不足であり、増員の努力と産科領域では(産科
医師と助産師の役割分担、協働の推進や周産期医療ネットワ■クの推進も重要課題であり、そ
;れぞれの領域で、長期的に取り組む必要がある。 .       ・

-13-



:‐ 資料3③

健やか親子21【課題3】

:～平成22年度活動報告ん

翫
輝一翻
時
一３

平成23年 2月 2ヽ5日 (金 )

健やか親子21推進協議会

課題3幹事団体

1.健やか親子21推進協議会 課題3のテニマ

小児保健医療水準を維持日向上させるための環境整備
(小児や周産期t妊娠期に関する22の項目あり) :

2.課題3の参加団体 (幹事団体は8団体 )

`・ (NPO)難病のこども支援全国ネットヮ=ク i

日(社 )日 本看護協会 i

・(社 )日 本小児科医会
・(社 )日 本小児科学会
三日本小児看護学会   :
・(財 )母子衛生研究会
・日本小児総合医療施設協議会
・全国保健所長会

(1贋 不同 )

-14-



3.平成22年度の活動
― ‐      ′

今年度の活動方針
・各国体との情報交換 |

(健やか親子21に関連する取り組みの情報共有)

1拡大会議の開催
(第 2回 目の幹事会を拡大会議として位置づけt

各団体との情報交換の中から、:具体的な取り組み
の報告を行う)

鶴
'輔

言ぽ鶉難鴛
6「

:H2:「lF,マ
亀 ◆健やか親子2■ 課題3拡大会議(H22年■2月 ■6日 )

倅 ん子どもを取り巻く環境は、今～

警
拠

藝

黎
Ｆ
勒
響
饂
一な

図lT感撃警著ヲ婁ふ彗濯凩ξ非摯今会議|

i①目的 |   :
お産や子育て支援の体制整備や子どもの虐待、思春期の

健康問題に対応するためt多くの機関口団体が協力し、様々

な運動に取り組んでいる。そこで、「′1ヽ児保健医療水準を維
持日向上させるための環境整備」を取り組みテーマとする
「健やか親子21推進協議会 課題3幹事団体」では、本運動
の推進に向けて、情報交換や課題の共有を行うための拡大
会議を開催した6

②日時 :平成22年 12月 16甲 (本 )15:30～ 17:30」 NAホール

③参加者:参加者数o4名         l i
幹事団体のほかに、持田令ルスケア株式会社、日本母手Lの会、
日本助産師会、カネソン本舗柳瀬ワイチ株式会社、 .
週刊保健衛生尋三Tスなどから参加あり (順不同 )
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:参
番

鶴
瓢攀

【12/16】

拡大会議の様子

幸
鳩

不

④プログラム
1)開会のあいさつ 日本看護協会 井伊久美子

2)ご挨拶            
｀

厚生労働省雇用均等口児童家庭局 母子保健課 課長泉陽子

3)話題提供①「子どもの権未1条約について」
｀ 日本小児総合医療施設協議会 城宏輔

4)話題提供②「妊娠・出産口子育てに関するWebァンケートにつぃて」
'(財 )母子衛生研究会 神谷克也

持ロヘルスケア株式会社 園山美保子

5)話題提供③「小児救急医療電話相談事業(#o000)に ついて」

(社)日 本看護協会 白石裕子       :
6)話題提供④「傷害注意速報Gttury Jさ成)について」

(社 )日 本小児科学会 関口進―郎

7)意見交換・フリーディズカッション         |   :

すり
舎

申
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一■
………

，■
・キ
難
・̈・鶴
・一鶏

④ 内容 話題提供の中や意見交換そめ :′主な意見は以下の通り。1

・「子供の権利条約」に、小児医療からだけでなく、生まれたB寺からという概

念を入れてし:ヽ ただきたい。

・胎児 。新生児には人権がない。子供の権利を考えるときに、医療の対象とな

り人間として扱われるときから、人権について考えるツ要があるのでは。
・Webアンケートの結果は、報告書としてまとめ、今後、マスメディアに対

しリリニスとして出していく予定。
・♯8000については、「母親をとのように育てていくか」に取り組まな<て

は、需要は増す一方。また、開設時間が短いことも問題では。 
｀

・
.乳
幼児に危険な玩具について、具体的に予防対策などが動くようになつたの

は、ここ数年の出来事。                  ′

。小児料医の不足について、具体的な対策が進んでいるのだろうか。→転入し

てきた方や、初産の方のかかりつけ小児科医というものはなかなか定着しない。

そのためのシステムを作成したが、なかなか機能していない状況。

・慢性疾患の在宅医療の支援体制の整備に対して活動しておりt特別支援看護

学校の看護師のためのガイドラインを作成した。
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1 資料3④ ‐

第4課題「子どもの心の安らかな発達
の促進と育児不安の軽減J幹事団体

・児童虐待防止協会   1 ‐

1全国児童相談所長会     ‐

・全国保健センタ■連合会    |
■全国保健師長会    :
。日本小児保健協会     ‐

(順不同)

2011/2125             第 10回 健やか親子21推進協議会総会

.課題4「子どもの心の安らかな.発
達の促進と育児不安の軽減」|.｀

幹事団体代表 衛藤 :隆 (日 本小児保健協会二会長)

代理発表 原 光彦 (同 学校保健委員会委員)

2011/2725 第10回健やか親子21推進協議会総会
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課題の三本柱

・達①心の安らかな発

②育児不安の軽減.

③虐待防止 |● :

2011/2125 第 10回 健やか親子21推進協議会総会

1.1心の安らかな発達

子どもの心の安らかな発達を促し、その環境
形成を支援するための活動

:― 参加団体による日常的な様 な々取り組み  |
・調査研究、親子のふれあい、家庭訪問他

―二般向け活動 :広報、出版、知識の普及、グル■

プワーク、相談・個別支援等

二組織内研修        、'「
´

―職種毎の研修 :   ■

第 10回 健やか親子21推進協議会総会
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2.育児不安の軽減
～
親支援

・ 出産後の母親べの支援
|… 助産師による産後サポート     ■

―母浮L哺育の支援::母親に自信を持たせる、母親｀
の力を葛|き出すような支援tlヵ月母乳率め向上

保育ヵウンセラー   :   :
T幼稚国その他の場所で保護者からの子育て相談
に応じたりtあるいは保育者とミーティングを開い
て保育■の悩みを検討

育児不安ロストレス (    ■   :
―「なくす」→「受け止め1周囲が支援する」  :

2011′ 2r25
第 10回健やか親子21推進協議会総会

3.虐待防止  |
・ 被虐待児対策と予防活動 :    :

丁調査研究、研修会、マニュアル作成二改訂、周産
期・新生児施設での退院後未受診者対策、他

・ 早期発見日早期対1応       :   |
―親権者不同意の■時保護調査(虐待の反復が間

題 )

一子ども家庭支援センターの役割 .

二要保護連絡協議会:要支援のケニス、ネウト
ワ■ク                   、

l・ ―歯 1回 の状態は虐待の発見の糸口 _
2011′225 第10口健やか親子21推進協議会総会
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健やか親子2.1推進協議会

・ 情報共有と討論の積み重ね       :
一年1回ではあるがt交流の機会|ょ貴重

・ 様々な母子保健日福祉口医療の現場での虐待
防止への気づきを推進しt研修等を通じ力を

'つける。: 1   :
・「リスクの段階からの介入」、「育児する親の

自信、自尊心」が話題となうた。     1
0各機関の連携を推進することが引き続き大切。.

第4課題の経験から

第 10回 健やか親子21推進協議会総会
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資料4①

O‐撃][茸繁ず量[/1よ1

薔善蠅纂斃11■1隆鼈5象僣:}
家庭における食事、睡眠などの乱れを個々の家庭や子どもの問題として見過
ごすことなく、社会全体の問題として企業や地域が一丸となり、子どもの健
やかな成長を期して、基本的な生活習慣を育成し、生活り不みの向上を図る
ための取組を推進していくことが必要である。            |

「早寝早起き朝きはん」国民運動の推蓬(辛茂13年度～)

◎朝食摂取や早起きは改善の傾向

二ご 興 真
1琴後■輌11垂言そず要,輔を薫i歯鍛鮭●企業な歩ぎ墨塾凛薦ど求あモtk琢雲l

◎就寝が11時以降の児童が16_4%、
特にO時以降就寝の児童は3_0%

二 眸 省
「

:咸a義 錮 』ヵ.離 鳳 知 .)極 墓 葬 コ

|
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一〇
「早寝早起き朝ごはん」全国協議会

による国民運動の推進

平成23年度実施予定事業

●「早寝早起き朝ごはん」キャラバン隊 (予 定 )

全国の学校等、地域の行事やイベント等を活用し、子どもの

基本的な生活習慣の重要性について、保護者や子どもに対して

普及啓発活動を展開。      `

●指導者用資料の配布
4,t-ian F-;i;3l-. i'r ut<t?!\

I

教員や地域の指導者等が学校や地域で普及啓発ができるよう、科学的根拠を踏

まえながら阜寝早起き朝ごはんの重要性を理解していただくため、指導者用資料
「早寝早起き朝ごはんガイド」を配布。

～その他、各種イベントヘの出展等の実施を予定しています～

讐| :撃
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資料4②

健やか親子21    1
国立成育医療研究セジタニの取り組み

国立成育医療研究センター    '

奥山 具紀子       :

思春期の保健対策の強化と

健康教1育の推進        :

9思春期医学の発展に向けての努力   :
現在、医師が海外で思春期医学を研修中  |
児童・思春期の自殺研究 (こころの診療部)

の神経性食欲不振症人の診療・研究

総合診療部、こころの診療部       |
.の

肥満への診療・研究      i   :
内分泌科

⇒母子コホニ
.卜 等での研究推進       :

…24-



の
　
　
　
の

●

妊娠口出産に関する安全性と
快適さの確保と不妊への支援

妊婦死亡率低下ヘ

:合併症出産への積極的診療

妊娠口出産に満足

LDR導入など積極的に取り組み     :
産後うつの発生率低下ヘ

妊娠中期間診票での対応

不妊 "不育べの対応

特別の外来で積極的に対応

産科医師の教育

・小児保健医療水準を維1持向上させるための

環境整備    
〔

の周産期死亡口低出生体重・新生児死亡の低下

産科入院病床の増床、MFiCUの設置(工事中)

の幼児死亡    ‐

｀ 日本で数少ないPICUでの診療       . ,
の不慮の事故の防止

事故防止プログラム (家庭内事故で来院した親に対して)

病院における事故防止・蘇生の啓発イベント(看護部)

事故情報の収集 (消費者庁の事業に参加)

の救急医療体制整備への取り組み

の小児科医師の教育

-25=



子どもの心の安らかな発達の促進と
育児不安の軽減

虐待対応                    
‐

先駆的に開院時より院内システム(SCANチーム)を構築
して、見逃さない対応を行い、地域との連携を図つてきた

ScAN対応事例に関するデータベースを構築して検討して
きている               .        I

虐待予防         1  1
試行的に2007年より妊娠中期間診票を用いて、妊婦さん

纂覇  =蔵尾≧Lコ稲認認κヒ
関して研究中

虐待対応院内システム(ScANチ■ム)

=26-



国立成育医療センターにおける
SCANチ■ム

'

,の 様々な専門家で構成される

虐待対策チニム (SCAN
チーム)       .
0総合診療部
のこころの診療部
の放射線科
め 眼科

0産婦人科
:

●看護師
の医療ソーシャルワ‐力二

の 医師や看護師が診察時等
に虐待を疑つた場合、SCA
NチTムに報告し、SCAN
チニムとして虐待の可能性

について医学的所見、社会

心理学的状況に関する情

報に基づき協議し、その後
の対応を行う

小児科医、看護師等
が虐待を疑つた場合

非虐待ケー

ス

…27二        ^



i  SCANデ ニ
タベ ース  ‐

0診察時から子どもの状況をデニタ化して蓄積
するため、デニタベ■スを構築した。

一̈闇 一̈響

ScANチ■ムの虐待疑い対応 :

ご ざご

-28=



年齢分布 (平成21年度
′
)

年齢別件数 (n=74)

口MSBP
麟心理的

。身体的・心理的

.性
的

ロネグレクト

ロ身体的

ザ゛い挙ゞ。゛゛ヾ ■ザい0ご

虐待種別 (平成21年度)

虐待種男1(n=74)

回身体的+心理的

ロネグレクト
24%

口性的虐待 1

□身体的虐待

56%
1296 1心理的虐待

1%

=29-



身体的虐待の傷病別内訳

傷病別内訳 (複数該当あり)

CPA

頭部外傷

骨折(頭部以外)

眼底出血

熱傷

薬物中毒

打撲、挫創他

本人告白

母告白

:照会

目o歳

口1歳～3歳未満

ヨち歳以上

虐待対応システム

り虐待の見逃しが少なくなっていた

の虐待による頭部外傷を診断するの|三必要な検査の
実施率が向上

9 MSBP等特殊な虐待対応は第二者としての対応シ
ステムがないと困難

?臓器提供施設||は虐待対応システムが必要とされ
た ~

め虐待対応システム運営マニュアルを作成
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胎児期からの小児虐待防止対策

妊娠期のスクリ■ニング業務の流れ

ご本人のご希望

医師の提案によりご本人承諾

妊娠20週時 :

妊娠中期

間診票配布
育児心理科で

面接
心理士/精神科医

ハイリスク群

不安とうつ

(HADS)
スクリーニング

精神疾患(SCID)と
i

育児困難につながる注意力と対人関係の問題
のアセスメン:ヽと心理カウンセリング

-31-



面接内容

の精神疾患(SCID)     i
「あ『鋪 :毎昴皐罫ぶ嘱陽馨寺呪番治千

んだりする
ことダ年自

の過去6ケ月間に、特に神経質または不安になったことは?

の注意力の問題(ASRs)|     ::
、「M碍 譜醐詔蹴 響 難ヾぃお

|ギ
の対人関係の問題 (PARS)

胃泳警 脇懇 1識亀荒悧   慕
わからないなど

'妊
娠期のメンタルヘルスと産後の育児困難に関する

1   研究～プロトコル | :
2007年 7月 から2009年 10月   周産期   産後lヶ月

(妊娠20～ 3o週頃)     |

一

平成21年 11月 配布

(産後1ケ月～2年 )

■
娠

‐‐
中
謝
冊
診
票‐
臥

´
‐‐不

崚
・一‐
‐
‥ぅ
っ
訳
度
、

「
秋
関
係
択
疲
）

２２

』
疑
硼
燈
一
轟

は翡潮唸ど「
‐‥子一一一龍一
‐‥的一‐０５一略

一産
後

■
力
月
健
診

―

→ ひす駕ど1驚奄ぎ171.
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妊娠中の不安‐うつと母子関係

1妊娠中期不安:うつ高得点群

→育児困難感が高い

⇒ボンディング尺度が低い

⇒虐待行動が多い

(t検定で1%水準で有意)

妊娠中の不安こうつと、産後の不安甲うつの関連

スクリニニングで
'ヽ

イリスクに該当する人は、

妊娠中35.3% :      _   、

産後47.7%に増加          :
産後でハイリスク群のうち、46.6%は妊娠中国ニリスク

妊娠中ハイリ不クのうち、72110/0は 、産後ハィリスクに移行

⇒これらのことから、

①妊娠中にスタリニニングモ不安"うつに関してハイリスク群で
,あった妊婦さんは母親になうても不安口うつのハイリスクの可能

性が高い

②ただし、妊娠中のスクリ∵三ングで不安口うつめリスクが高くな
い群でも母親になって不安 :うつの得点が高値になる群があり、
その方々のピックァップと支援開始が必要 (1カ 月健診?)
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最後に

国立成育医療研究センターは親子の心身の健
康に関して、直接の診療のみならず、研究|三基づく
モデル提示や方向性の提言も行つております。

今後とも皆様のご協力をお願いいたします。

J‐       ′
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資料4③  l

国立保健医療科学院
「保健医療事業、生活衛生、社会福祉事業に関する自治体職員の養成および副1練 、並びに

これらに関する調査研究をおこなう機関」                  |
健やか親子21に関する主な研究及び研修等の実施状況 :

生涯保健部

1.胎児期から乳幼児期を通じた発育・食生活支援プログラムの開発と応用に関する研究

2.低出生体重予防政策による短期的・長期的医療費削減効果に関する研究

3.乳幼児身体発育調査の円滑な施行に関する研究

4.ペアレントトレ■ニング地域啓発による児童虐待及び発達障害の予防に関する研究

研修事業 :.公衆栄養研修

公衆衛生看護部

1.次世代育成支援政策における産後育児支援体制の評価に関する研究

(1)乳児家庭全戸訪問事業 (こんにちは赤ちゃん事業)の評価指標の検討・開発

(2)産後早期家庭訪間指導に関する研修の実施とその評価

(3)産後ケアセンター利用者の追跡調査および施設の評価      .
2.母子健康手帳の作成と活用に関する調査研究

母子健康手帳に関する母親の二一ズ調査―フォーカ不グループインタビュからみる母親の改

訂への意見―

研修事業 :.児童虐待対策防止研修

疫学部

1.青少年の喫煙、睡眠障害、メンタルヘルスに関する実態調査

2.未成年者の性感染症と避妊法の知識に関する実態調査             i
3.若年者の性感染症に関するサーベイランス調査

生活環境部

1.児童の受動喫煙の実態―尿中コチニンの ELIZA法 による測定  ・

2.放射線と妊娠に関するリスクコミュニケーションのサイトを運営

建築衛生部

1.障害のある子どもの成育・子育てモデルの検討と住環境整備の介入のあり方
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資料 5

健やか親子 2(1推進協議会規約

(目 的),              1 ‐            ‐

第 1条  ‐健やか親子 21推進協議会 (以下「協議会」という。)は、関係機関・団体が、
健やか親子21検討会報告書 (然下「健やか親子21Jと いう。)に基づき実施

_   ‐
する母子保健に関する主要課題についての取綱の効果的な調整・推進を図ること|を

目的とする。                   _

(会員)                              .
第 2条  協議会は、健やか親子21の趣旨に賛同.し 、母子保健に関する主要課題の解決

 ヽ     に向けた自主的な取組を実施しようとする関係機関・団体等で組織する。協議会
発足以降、1新たに参加を希望する関係機関口団体等については、会長の承認を得
るものとする。     1                 .

(会員資格の喪失 )

第 2条の 2 1 会員資格は、次の場合なくなるものとする。     .:
―  ~  一 関係機関 :団体等がら申し出があった場合  1       ■‐     二 協議会の関係機関・団体等として不適切な活動があった場合:        三 正当な理由がなく関係機関 口'団体等の活動を行わない場合

2 前項の二及び三により、会員資格がなくなる場合においでは、第5条に
1定める総会にようて決する。

(組織)                  :       :
第 3条  1 協議会に、全構成員で組織する総会及び役員で組織 し、協議会め連営の企

画 口調整を行う幹事会を置 く。
`  i  :

2 必要に応 じて幹事会に、専門部会を置 くことができる8      :

(役員)

第 4条  1)1協議会に、役員として会長、副会長及び幹事を置ヽ く。
2 会長は、総会において選任する。
3 副会長は及び幹事は、会長が指名する。       1 : :   |

:   ′:‐奇量壇巌F雪倉喜黛麗ヒ:ミ鷲危彗褒慕2をとき又は会長が欠けたときは、
その職務を代行する。

6 役員の任期は5年 とする。ただし、再選を妨げない。

(総会)       .
第 5条  1 

‐
総会はt会長が召集する:

2 総会は、過半数の出席により成立する。        ●
3'総会の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決

:  するところによる。

(事務局)

第 6条  協議会の事務局は、厚生労働省雇用均等 口
児童蒙庭局母子保健課に置く。

1(補
則)         ,                       '

第7条  本規約に定めるほか、協議会の運営に関し必要な事項は:会長が別に定める。

附則  本規約は、平成 13年 4月 2o日から施行する。  :
附則  本規約は、平成 14年 12月 25日から施行する。
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健 やか親子 21推進協議会加盟承認等に関する規約

(目 的 )

第 1条  この規約は、健やか親子 21推進協議会規約第 2条 により:健やか親子 21推進

協議会 (以下「協議会」 という。)に新たに参加 を希望する関係機関・団体等につ

いて、会長が承認を与える際の基準、手続き等を定めるものとする。

(承認基準)      ′

第 2条  協議会の参加を承認するには、次の各号に該当する関係機関 Ⅲ団体等でなければ

ならないこと。                    ́  .
一 健やか親子21検討会報告書の趣旨に賛同じ、母子保健に関する主要課題の

解決に向けた自主的な取組を実施しようとする関係機関・団体等であること。

二 特定の個人、機関、団体等の利益を目的として活動する関係機関・団体等で

ないことし          ｀

. 
三.限 られた地域だけの活動を行う関係機関 口団体でないこと。   ´

1四 姿幕等暑毛畢尋尋尋尋象等導楽響世「健やか親子211め 推進期間中において、

ン   安定して関係機関 口団体等の活動がなされる見込みがある関係機関・団体等であ

ること。

1  (承 認申請)1 ‐

第 3条  協議会の参加を希望する関係機関・団体等 |よ 、別紙 1に よる申請を協議会事務局

を経由 して会長に提出するものとする。    |

(会 具章格の喪失) i
第 4条 協議会からの脱会を希望する関係機関・由体等は、別紙 2に よる読会の申請を協

i  議会事務局 を経由して会長に提出するものとする。

(決定)    `  ・       1              、 ′

第 5条  会長が第 3条及び第 4条 の決定を行つた場合、事務局は申請のあった関係機関・

:     団体等にその旨を通知するものとする。        ■

(総会への報告)                   、     |

第 6条  前条の決定につしヽては、その決定の日以降に開催される総会において報告するも

のとする。      ,                      ′

付則 本規約は、平成 14年 12月 25日 から施行するg

付則 本規約は、平成 22年 12昼 3可 日か塾 施行す る :
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■ 資料o

第 9回 「健やか規子 21」 推進協議会総会 議事要旨

1.日 日寺 2010年 3月 1日 (木 )

.  2.場
所 厚生労働省 講堂      ′

3.出席者

「ずみ襲「福腫5)/   .:   :.:  |
KNPO)sIDS家族の会、徹 福)恩賜財団母子愛育会、0家庭保健生活指導センター

‐
徹団)日本子ども健康科学会(子 どもの心・体と環境を考える会)

KNPO)児童虐待防止協会、0性 の健康医学財団、全国児童相談所長会

(機全国社会積社協議会、全国助産師教育協議会、ll■団)全国保健センター連合会i   
全国情緒障害児短期治療施設協議会(全国保健師長会、全国養護教諭連絡協議会

WO)難病のこども支援全国ネットヮーク、(社団)日 本家族計画協会

鮭団)日 本栄養士会、 0オ)日 本学校保健会、 (社団)日 本歯科医師会      '
牲 団)日 本着護協会、日本思春期学会、日本児章青年精神医学会

鮭団)日 本小児科学会、徹 団)日 本小児科医会t日本小児看護学会   ヽ

鮨機 日本小児保健協会、日本助産学会、(社団)日本助産師会、日本性感染症学会 '
日本赤十字社、日本タッチケア研究会、日本保育甲保健協議会        _

1倶の日本母子衛生助成会、 日本母性衛生学会、(社団)日 本産婦人科医会     ・
日本母乳の会、徹団)日 本薬剤師会、(社団)日 本理学療法士協会

② 母子衛生研究会t(社団)母子保健推進会議、(中)日 本小児歯科学会     |
日本′」ヽ児総合医療施設協議会、(中)日 本周産期・′新生児医学会く日本学校保健学会

日本小児神経学会、日本糖尿病・妊娠学会(日本母孝L哺育学会(下機

(社団)日 本女医会、(社団)日 本泌尿器科学会(日 本臨床心理士会

全国母子保健推進員連絡協議会、財 )児童健全育成推進財団、すくすく子育て研究会

② こども未来財団、健康日本 21推進フォーラム、日本 SIDS学会

0母子健康協会、FO■「R WINDS乳幼児精神保健学会、日本未熟児新生児学会

0児童育成協会、全国乳児福祉協議会、全国児童養護施設協議会

・ (関係機関)                                 ,
加藤国立保健医療科学院部長、稲垣国立精神・神経センター部長

文部科学省 米本生涯学習政策局政策課家庭教育支援室長補佐         ―

(厚生労働省)

伊岐雇用均等・児童家庭局長、田河総務課長 他

(事務局)

母子保健課          .              :      1
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4.議事要旨

(1)健やか親子 21推進協議会の活動報告               ´

○ 各課題の代表幹事より、平成 21年度の活動報告が行われた。
・ 課題 lf「思春期の保健対策の強化と健康教育の推進」では、今年度開催された幹事会開催状況

(勉強会を5回開催)と 内容 (子 どもの自殺 (う つ病)、 女子の月経教育、性感染症、医療外の

支援 (ド ゥこラ効果))ヤ|ついての報告がなされた。
・ 課題 2「妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保と不妊への支援」では、幹事会を 1回開催

し、妊娠 (医療機関や医療従事者の連携、妊婦や行政との関わりなど):や不妊 (医療費や多胎の

: 問題など)の課題にっいて検討したことを報告。今後、幹事会へ新たに 1団体の参加を要請した

いとのこと」 :
・ 課題 3「小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備」では、幹事会の開催状況 (会

議とシンポジウムで計3回開催)と 内容 (子 どもの権利、ンンポジゥムなど)について報告がな

された。シンポジウムは、院内学級 `在宅支援対策をテTマ として開催し、好評であらたが、将

1%爾 饉 躍 訂 鷹 朧 L畿不安あ巫 そよ 墓事会を1占開催し、課

題の3本柱 (いの安らかな発達、育児不安の軽減(虐待の防止)について協議した内容 (母親の

メンタルヘルスや親支援の必要性、関係機関との連携の必要性など)の報告がなされた。

O 関連の行政機関から、「健やか親子」21に関連した取組の紹介が行われた。|

。1文部科学省男木本同参画学習課家庭教育菜援室からは、家庭教育支援ミ特に「早寝早起き朝ご

はん」運動の取組について紹介がなされた。

・ 国立保健医療科学院からは、設置目的、組織、主な研究 0台児と妊産婦の栄養、低出生体重児、.

揺さぶられ症候群、受し幼児身体発育調査、ペアレントトレー■ング、
ペ

アレンティングプログラ
ム、産後育児支援体制の評価、母子健康手帳)と研修 (公衆栄養、虐待防■L)について、紹介が

1  なされた。
.ヽ国

立精神・神経センター精神保健研究所からは、自殺予防総合対策センターで取り組んでいる
.事業錯年者の自殺に対する緊急メッセージの配信、要菌分析や対策についそあ調査研究に着手)、

発達障害に関する研修事業 (指導者向け研修の開催)の紹介がなされた。

0 4課題の報告、関連機関からの情報提供についての意見、参加団体からの情報提供が行われ、「健

やか親子 21」 で検討や取り組むべき課題として、以下のような提案があらたち       :
|.・ チァム医療の推進 (院内助産システム、助産師外来など)               :
・ 「産科危機的出血への対応ガイ ドライン」の普及

・ すべての出産に新生児蘇生の講習を受けた人が立ち会えるよう取組を推進

・ 確実な避妊法を採用できる環境を整える (児童虐待防止の観′点からも)   |
・ 看護師、女性医師につぃて、、安心して継続して働ける体制作りが必要 (女性本来の生殖時期

に子どもを産んで仕事をするということが実現できないのではないか、との問題意識)

② 「健やか親子 21」 第 2回中間評価と今後の推進方策について

○ 母子保健課から、「健やか親子 21」 第 2回中間評価報告書案にういて報告があり、内容の確認が

行われた。

③その他

・事務局より、連絡事項 (行動計画の提出依頼など)が行われた:
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[  :  資料7

「健:ゃか親子 21」 第 2回中間評価報告書 (平成 22年 3月 )抜粋

Ⅳ 今後の取組について:

3 今後の推進方策について                         …

4) 協議会の取組の方向性
○ 協議会の参加団体は、それぞれの団体の使命そのものが母子保健の向上に資する

ものとなうていることが多ぐ、また、幹事会を中Jいにt団体間の情報交換やt連携
してシンポジウムを開催する等の成果を上|ずてぃる。一方で、協議会の設立から91
年という年月が経過し、事業実績のうち連携事業において第1回中間評価時の実績

l.. を下回る取組があり、やや活動が停滞している可能性がある6      ^   ′

04つ の課題ごとに、健やか親子 21の今後 5年間め重点取組や指標の達成状況を踏
まえ、重点目標を定め、取組の方向性を明確にすることが必要である。また、4つ
の課題はライフサイクルを通じて循環しており、4課題を通じて取り組むことによ
り、効果が期待できる内容があると考えられることから、例えば、課題毎に組織し

｀

ている幹事会を協働で開催することも必要である。
○ 健やか親子21に積極的に取り組んだ団体に対して1褒賞釜1度を創設する等、参力1 1 :
団体の取組を活性化する方策を検討することも必要である。        1

0健やか親子21の関連の取組への参加意識を高めるため、推進協議会の参加団体が 1
健やか親子 21シ ンボルマァクを使用する際の基準を客票1(匿∃参照):し 、子の使
用を促進しt参加団体の活動が健やか親子21に関連する取組であることを明確に

'  |するも                              |‐ ・

.健やか親子 21推進協議会の取.組の方向性について
健やか親子 21推進協議会幹事会での意見概要 (平成22年度開催分)

今後の推進方策に関し、幹事会め意見は主に、下記の通り。       :
○ 協働の幹事会開催について
口試行してみて、実施できることがあるか検討してみてはどうか。
コ妊娠、出産を健やかに迎えるため、思春期の課題と妊娠期の課題で連携が必要。
日目的意識を持つて集まらなければ意味がないのではないか。
口虐待の問題は、妊娠期から子育て期の保護者支援や子どもの成長に合わせたそれぞれ
の時期の支援があり、連携が必要。   :   ≒

○ 褒賞制度創設について   ,
日母子保健に資する活動をしている団体の集まりであるため、:褒賞の有無に関わらず(

活動を活性化するために、更に連携を図もていきたぃ。
そヽれぞれの団体の使命を果たしていく活動のT環であり、制度創設の必要性は乏しい
のではないかし           l  l               ・

:どのような賞で、どのような基準で選出されるかを考えると、課題があるのではない
か 。       1

今年度開催された課題 1ん 4全ての幹事会におぃて、褒賞制度の有無に関わらず、活
動を継続していくとの合意が得られた。また、第1課題と第2課題においては、合同の
幹事会を開催し、今後の連携の在り方について、引き続き検討していくこととなった。
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健やか親子 21シンボルマーク使用規程

平  成  22 年  4 月  30 日

健 'や か 親 子 21推 進 協 議 会

厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課

1.使用の趣 旨

健やか親子 21の普及啓発に資するために使用するものとする。

2.使用の範囲      :        _
(1)厚生労働省が健やか親子21に関する普及啓発のため作成する以下のもの

ア ポスター      :                      |
イ ′くンフレット

ウ シール                   .
工 健やか親子 21ホームペーツ

オ その他普及啓発のためのもの

(2)地方公共団体及び健やか親子 21推準協議会参加団体が健やか親子 21に関わる

●  普及啓発に活用するもの     1
(3)上記 (2)以外の団体であつて、健やか親子21の趣旨を踏まえた活動をしてい

るものが、その普及啓発に活用するもの            1

3.使用期限

健やか親子 21の計画期間とする。

4.使用基準                    プ

(1)地方公共団体及び健やか親子 21推準協議会参加団体等が行う「健やか親子21」

に関する普及啓尭に活用しようとするもので、次の条件をすべて満たす場合に使用
することができるものとする。    .
①健やか親子21の普及啓発に資するものであること。                ‐

②子育てに関する環境整備に資するものであること。

③広く一般を対象とした事業であること。

④営利を目的としないこと。       ‐    .         |
⑤特定の企業、商品の宣伝等に使用されるものではないこと。

(2)「 2.使用の範囲 (3)」 に該当する団体が健やか親子 21・ シンボルマ~ク を使用
する際には、厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課に対し申請しなければな

｀

1ら ない。申請時に団体の活動内容、組織についての詳細を併せて提出するもめとし、       ・

厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課において使用の許可にらいて審査、判
断するものとする。                                    ・

(3)シ ンボルマニクを使用する際、カラーで使用する場合は、色は変えないこと。た
だし、カラ●が不適当な場合は、モノク■の使用も可能とする。           :
また (原 則 として 「健や か親子 21」 公式 ホー ムペ _ジ ァ ドレス

htむ ://rhino med.yallllanatti.ac jprSukoyaka/を 掲載すること。
｀

5.その他

この規程は平成 22年 4月 30日 から施行する。
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健やか親子21

「健やか親子 21」 は、2001～2014年の母子保健の国民運動です。

「健やか親子24」 については、以下の公式ホームベージをご参照下さい。

htto://rhino.med.yamanashi.ac.jp/sし koyaka/i∩ de文 :html




